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　1　はじめに
　本書の目的は，ドイツの「ハルツ改革」を事
例として，基礎自治体レベルにおける労働市場
政策の確立経緯とそれをめぐる政府間財政関係
の動向を明らかにすることである（1 頁）と記
されている。本書においてハルツ改革とは，
2003 年成立・2005 年施行のハルツ 4法（「労働
市場における現代的サービスのための第 4法」）
による労働市場政策改革をさす。本法によっ
て，稼得能力がある（＝一般労働市場の通常の
条件下で少なくとも 1日 3時間稼得活動に従事
できる）要扶助者で，「個々人が抱える社会的
問題ゆえに長期的失業に陥ったり不安定就労と
失業を繰り返したりする人々」（1 頁）を主な
対象とする求職者基礎保障（根拠法は SGB Ⅱ
（社会法典第 2 編））制度が導入された。そし
て，制度の実施主体は，連邦の組織である BA
（連邦労働エージェンシー）の地域機関である
AA（労働エージェンシー）と自治体とが共同
で運営する gE（協同機関），もしくは，自治体
のみが運営する「認可自治体」のいずれかであ
る。このような 2つの形態の実施主体が生まれ
た経緯と関連させて，本書は，ハルツ改革によ
る連邦・州・自治体の政府間行財政関係の変化
と，自治体による地域雇用政策の意義と課題の
2点について主に論じている。
　2　本書の概要
　序章「公的扶助と雇用政策をめぐる議論と政
策動向」では，公的扶助と雇用政策をめぐる国
際的な議論と政策動向が紹介される。長期失業
者や就労困難者の就労支援には，「受給者に対
する社会的包摂の場として労働市場を重視する
就労アクティベーションと，社会的包摂の場を
労働市場に限定しない社会的アクティベーショ
ン」（8 頁）という 2 つのアプローチが存在し，
いずれに比重を置くかは国によって多様であ
る。そして，ドイツでは，求職者基礎保障の制
度運営をめぐって，受給者への迅速な斡旋と制
裁措置の活用による労働市場への統合を旨とす
るBAと，社会的包摂の文脈から受給者への福
祉的ケアを重視する自治体との間の対抗関係が
しばしば登場する（14 頁）。また，ドイツの自
治体の雇用政策の源流が，ハルツ改革以前に社
会扶助（生活保護に相当）において実施され，
自治体の独立した政策分野として確立されてい
た就労支援給付である「就労扶助」にあること
が示される。
　第 1 章「ハルツ改革前史と改革の概要」で
は，ハルツ改革が自治体の財政難の解決策とし
ても位置付けられていたことに注目する。1990
年代以降，自治体の財政事情は厳しく，その理
由の一つが，高失業のもとでの社会扶助受給者
の増加であった。社会扶助は自治体の自治事務
であり，「自治体にとって最大の歳出項目であ
り，またその膨張が自治体財政の弾力性を著し
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く損なう状況にあった一方で，その経費膨張の
原因に対して自治体が関与する余地はほとんど
なく，かつその事務の実施における自治体の裁
量は小さかった」（22 頁）。このことについて，
自治体は「牽連性原則（法律に規定された事務
から発する支出に適合した財源の保障）」を求
めて批判を展開したことから，ハルツ改革で
は，稼得能力ある生活困窮者への生活保障給付
（現金給付）が自治体負担から連邦負担に転換
された。このことと引き換えに自治体には住宅
暖房費給付という新たな負担が課されたが，そ
れへの連邦の負担金とその負担率の決定手続き
に関する規定も SGBⅡに盛り込まれた。
　第 2 章「求職者基礎保障の手法と運用」で
は，求職者基礎保障における給付と支援の枠組
みを，所得保障（生活保障給付），就労支援
（労働統合措置，就労機会），生活支援（自治体
統合給付）それぞれについて概観している。な
かでも，自治体統合給付は自治体の一般施策で
あり，費用は自治体が負担する。給付の種類
は，①未成年者および障がい児の世話または家
族の家事援助，②債務相談，③心理的社会的援
助，④依存症相談である（60 頁）。
　第 3章「実施主体をめぐる争点」では，ハル
ツ改革前後における求職者基礎保障の実施主体
をめぐる議論の展開が扱われる。当初は AA
主体とされていたものが，議論の過程で AA
と自治体が共同で運営する ARGE（協同体）
と，実験的に自治体のみが運営する認可自治体
という 2つの形態が実施主体として認められる
に至ったことについて，労働市場政策に対する
自治体の余地が拡張されてきたと分析する。
　第 4章「違憲判決とジョブセンター改革」で
は，ARGE に対し，2007 年に連邦憲法裁判所
から，基本法（憲法に相当）で禁じる「混合行
政」であるとして違憲判決が出されたものの，
2010 年の基本法改正により SGB Ⅱでは混合行
政を例外的に認めるとしたことが述べられる。
ARGEの名称が gEに改められ，認可自治体も
恒久化され，数も拡充された。
　第 5 章「認可自治体モデルの選択と実施状
況」では，発足時（2005 年）からの認可自治
体 3 か所と，2012 年に新たに認可自治体に移
行した 2か所を事例として，認可自治体という
形態を選択した背景が論じられる。前者につい
ては，①社会扶助制度の下で取り組まれた就労
扶助の経験と，その実施主体としての自治体雇
用公社の存在，②労働市場の優位性を持たない
自治体の場合の，AAとの協同によって自治体
の政策的な自治が失われることへの懸念，③州
や自治体全国団体の支援の存在，が背景にあっ
たと分析される。後者については，負担への不
安が払拭されたことや，AAとの協働に不満を
抱いたことなどが動機と分析される。そして，
認可自治体の選択に際しては，自治体が長期失
業者に対する支援を自治体政策の枠組みで引き
受ける用意と能力があるかどうかが重要な要素
であると述べる（130 － 131 頁）。
　第 6章「費用負担をめぐる連邦・自治体間関
係」では，ハルツ改革によって自治体財政問題
が解決されたのかについて検討される。まず，
連邦が負担する統合給付（求職者の労働市場へ
の統合に向けた各種サービス給付）のための予
算（統合予算）について，認可自治体が自由度
の高い運用をする傾向があり，それに対して連
邦が費用返還請求を行ったが，それに関する一
連の判決によって自治体に対する連邦の監査権
が否定されるに至ったことを通じて，統合予算
の使途に対する統制を指向するBAと求職者の
ニーズに応じた弾力的な運用を望む自治体の間
の対立を説明する。次に，住宅暖房費につい
て，ハルツ改革当初は連邦が自治体の財政負担
を年額 25 億€軽減することが目的とされ，そ
れを基準に自治体負担の住宅暖房費に対する連
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邦の負担率が定められたが，実際に負担が軽減
されたかの検証が技術的に困難であったとされ
る。だが，昨今では住宅暖房費は自治体の財政
事情に応じて引き上げられる傾向にあり，連邦
から自治体への財政支援という意味も持ち始め
ていると指摘する。
　終章「ローカルな雇用政策の意義と課題」で
は，自治体による雇用政策の現状と課題が考察
され，最後に，日本への示唆も記される。①求
職者支援制度と生活困窮者自立支援制度（詳細
は後述）が，いずれも生活保障給付を欠いてい
ること，②自治体における雇用政策の経験の弱
さ，③自治体の主体的関与と庁内横断的な連携
の弱さ，といった日本の制度の問題点が挙げら
れた上で，基礎自治体が対貧困対策や地域雇用
政策を地域戦略の重要な環として位置付け，自
治体が持つ一般施策を分野横断的に動員しうる
体制作りや，地域諸主体との厚みのあるネット
ワーク作りに主体的に取り組むことが重要であ
ると指摘される（178 頁）。
　3　論点
　（1）　ハルツ改革によるドイツの労働市場政
策における政府間行財政関係の変容
　ハルツ改革によって，労働市場政策において
連邦と自治体が協働する実施主体（ARGE，
gE）が新設され，また，自治体が実施主体と
なる認可自治体という形態も認められるなど，
自治体が労働市場政策において主体的な存在で
あると位置付けられた。だが，他方で，ARGE
や gE では BA の集権的なコントローリングが
貫徹され，自治体の影響力は相対的に小さくな
りがちである（174 頁）。ゆえに，著者は，「認
可自治体が指向する分権的な実施体制と，BA
による集権的な実施体制とはなおせめぎ合いを
続けているのである。こうしたアンビバレント
な動向には，単純に分権化に向かうのではな
く，「分権化と再集権化の間での揺らぎ」とい
うべき状況にあるドイツの連邦主義的社会国家
のありようを見て取ることができる」（174 －
175 頁）と評価しており，評者もこの評価に同
意する。
　興味深いのは，「SGB Ⅱの実施主体（中略）
の形態によって，制度運用の相違が生ずる可能
性が生じることになる。しかし，「連邦領域に
おける生活条件の統一」（基本法第 106 条）を
掲げるドイツにあっては，このような SGB Ⅱ
の運用が地域によって異なる状況は避けなけれ
ばならない」（174 頁）との著者の指摘である。
求職者基礎保障における就労支援のための給付
には，入職補助金（就職から一定期間行われる
給付）など，実施主体による裁量給付がいくつ
か存在する。また，生活支援のための給付であ
る自治体統合給付も裁量給付であり，実施主体
ごとに実施状況が著しく異なる。このことに鑑
みると，求職者基礎保障の制度運用は全国統一
的であっても，裁量給付が存在し，その実施状
況が異なるという点で，全国統一性は既に担保
されていないとも考えられる。そうなると，例
えば，自治体統合給付を裁量給付ではなく必須
給付化するという形で連邦がコントローリング
を発揮し，その内容については自治体の裁量に
任せる，といった集権化と分権化のミックスが
可能であり，かつ，今後必要になるのではない
かと思われる。
　（2）　自治体主導の地域雇用政策の可能性
　自治体主導の地域雇用政策は，認可自治体に
おいて特に発揮されうることが窺える。認可自
治体では，運用上の自由度が高く，自治体がハ
ルツ改革以前に実施していた就労扶助のノウハ
ウや，社会保障関連の資源を動員しやすいから
である。
　このことに関連して，gE において自由度の
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高い独自の地域雇用政策がどこまで可能である
かについても検討してほしかったと思われる。
また，gE ないし認可自治体が，地域雇用政策
に関して，民間福祉 6 団体その他の民間団体
（非営利・営利）とどのような連携を行ってい
るのかについても知りたく思った。gE におい
て，自治体が資源と能力を十分に発揮しづらい
場合に，民間団体と連携することで，それを
補って余りあるパフォーマンスを発揮しうると
思われるからである。
　さらに，ハルツ改革実施時点で，ARGE で
もなく認可自治体でもない第三の形態である
「分離モデル」（AAと自治体が共同組織を作ら
ずにそれぞれ独立して業務を実施する）を選ん
だ自治体（2011 年時点で 23 か所存在した）に
ついても分析するとより良かったのではない
か。なぜ分離モデルを選んだのか，そして，そ
れらの自治体は 2012 年に分離モデルが廃止さ
れた際に，どのような考え方に基づいて gE あ
るいは認可自治体を選択したのか。それらにつ
いても分析すると，自治体の意図についてより
重層的な理解が可能になると思われる。
　（3）　日本への示唆
　日本では生活保護が法定受託事務であり，国
と自治体とが費用を負担している。他方で，雇
用政策については労働局やハローワークといっ
た国の機関が主導的地位にある。2000 年代に
は，生活保護受給者の就労支援のために福祉事
務所とハローワークとの協働が開始され，2011
年には雇用保険の附帯事業として，雇用保険の
対象とならない失業者を対象とした求職者支援
制度が導入され，また，2015 年には，生活保
護を受給していない生活困窮者を対象とした生
活困窮者自立支援制度が導入された。だが，い
ずれも所得保障を欠き，また，後者では生活支
援のための給付（自立相談支援事業，就労準備
支援事業，一時生活支援事業，家計相談支援事
業，学習支援事業）も存在するが，それらは自
立相談支援事業を除いては任意給付であり，実
施状況もばらつきがある。ドイツから得られる
日本への示唆としては，求職者基礎保障のよう
な所得保障を含む最低生活保障制度の導入の必
要性，および，生活困窮者自立支援制度におけ
る生活支援のための任意給付の必須給付化の検
討が挙げられよう。
　なお，地域雇用政策についても，日本ではい
くつか萌芽がみられる。一つは，2012 年より
佐賀県と埼玉県で実施されている「ハローワー
ク特区」という試みである。これは，地域主権
改革を前進させるために，主要課題の一つであ
る国の出先機関廃止に向けて，試行的にハロー
ワークが県に移管されているのと同様の状況を
作り，移管の可能性の検証を行うものであると
説明される（佐賀県 2014）。これらはのきなみ
成果が出ており，現在も継続実施されている。
もう一つは，「実践型地域雇用創造事業」とい
う厚生労働省の取り組みである。これは，雇用
機会が不足する地域がその特性を活かし，創意
工夫を凝らして雇用を生み出す取り組みを支援
する事業であり，2016 年時点で 55 地域で実施
されている（厚生労働省 2016）。市町村，都道
府県，地域の経済団体などから構成される地域
の協議会が提案した事業構想の中から，効果が
見込まれるものをコンテスト方式で選抜し，事
業の実施を協議会に委託する形態をとる。この
ような取り組みに，ドイツの経験を反映させる
ことも有効であろう。
　4　おわりに
　本書は，ハルツ改革による労働市場政策にお
ける政府間行財政の変容を，様々な側面から目
配りよくまとめており，読み応えがある。最後
に，本書で触れられていないが重要と思われる
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論点を挙げるならば，求職者基礎保障対象者の
約 3割を占める，就労しているにもかかわらず
収入が最低生活費を下回ることが原因で求職者
基礎保障の対象となっている「上乗せ受給者」と
呼ばれるワーキング・プアの問題をどう捉える
かであろう。gEや認可自治体が上乗せ受給者に
どのように対応しているのかについても分析す
ると，さらに本書の議論に厚みが出て良かった
のではないかと思われる。また，今後はシリア
からの難民の大量流入への対応も焦点になると
思われ，あとがきでも触れられていたが，まさ
に最新の問題であり，今後の追究が期待される。
（武田公子著『ドイツ・ハルツ改革における政
府間行財政関係――地域雇用政策の可能性』法
律文化社，2016 年 1月，ⅲ＋194頁，定価 4,000
円＋税）
（もり・ちかこ　高崎経済大学地域政策学部准教授）
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